
 

建設工事等における機密性情報の取扱いについて（お知らせ） 

 
令和 8 年 6 月１日 

 
令和８年６月１日から、建設工事等の契約において、受発注者でやり取りする情報（機

密情報）の取扱いが、明確化されます。 

 

１ 機密情報  

工事（業務）の実施に当たって、発注者が提供した情報や、受注者が取得又は作成した

情報のうち、公になっている情報を除いたもの 

 

～ 一部例外を除き、受発注者がやりとりする書類の大部分が対象となります ～ 

 

機密性区分 機密情報の内容 取扱う情報の例 
機密性３Ａ 
（極秘文書相当） 

秘密文書に相当するも
の 

限られた職員のみが取扱う情報で基
本的に外部には発注しない 

機密性３Ｂ 
（個人情報等） 

漏洩等が生じた場合、
個人の権利利益の侵害
の度合いが大きく、事
務又は業務の規模や性
質上、取扱いに非常に
留意すべきもの 

（工事） 
個人所有の建物の内部や設備のデー
タ等 
（業務） 
用地計画図、登記簿調査、用地調査
結果（建物調査、営業調査等）等 

機密性３Ｃ 
（非公開情報等） 

自治体機密性３Ａに相
当する機密性は要しな
いが、基本的に公表す
ることを前提としてい
ないもので、業務の規
模や性質上、取扱いに
留意すべきもの 

（工事） 
施工計画書、工事打合せ簿、出来高
管理図、品質管理表、工事写真等 
（業務） 
発注用の設計図書に用いないと想定
されるもの（構造物の設計計算書、
概算工事費、現地踏査結果、土質調
査結果等）、行政内部の政策・計画の
検討資料、業務計画書、業務打合せ
簿等 

機密性２ 
（行政事務文書等） 

直ちに外部への公開を
予定していないもの 

（工事） 
設計図面、工事完成図、台帳用デー
タ等 
（業務） 
発注用の設計図書に用いると想定さ
れるもの（設計図面、数量計算書、
施工計画書、地質調査位置図、地質
断面図ボーリング柱状図等）、公表を
前提としている政策検討資料等 

機密性１ 
（公開情報） 

上記のいずれにも該当
しないもの 

（工事） 
工事パンフレット、国土地理院の公
表測量データ、事業紹介用看板、工
事看板等 
（業務） 
ホームページ掲載記事、広報誌、パ
ンフレット、公開委員会の議事録等 

※ 機密データの保存等に関する申出書等には、上記例を参考に機密性区分を記入して

ください。 



 

 

２ 取扱い 

入札時に電子データの保存方法を確認するとともに、契約時に次の措置を受注者に求め

る旨の特記事項を付すものとします。 

・機密情報の取扱い、クラウドサービス、生成 AI 利用等のルールの遵守 

・機密情報の漏えい・紛失の防止策の徹底、漏えい等発生時の報告及び賠償 

・従事者への周知、教育、監督（正社員以外の者含む） 

・下請（再委託）先への安全管理措置の義務付け、下請（再委託）先との連帯責任 

 

 （対象案件における入札契約事務の流れ）  

 ※ 対象の案件については、公告・入札条件等において明示します。  

入札 

（見積書提出） 

 ・機密情報を含む電磁的記録を取り扱う場合、「機密データの

保存等に関する申出書」（以下「申出書」という。）を提出 

   

契約締結 

 ・契約書に別記「機密情報取扱特記事項」及び別記「情報セキ

ュリティに関する特記事項」を添付(後者は電磁的記録を取

扱う場合に限る) 

   

契約締結後 

 ・電磁的記録で機密情報を取り扱う場合、機密情報の提供前に

「機密データの保存等に係る届出書」を提出 

・下請及び再委託先が、電磁的記録で機密情報を取り扱う場合

も、元請（委託先）を通じて「機密データの保存等に係る届

出書」を提出 

・発注者から指示がある場合、「情報管理責任者」を配置し、

施工（業務）計画書に記載 

 

３ その他 

開札後に申出書を確認します。確認の結果、機密区分が異なる場合やデータの保存等に

不備がある場合は、発注者より記載内容の確認又は補正を依頼します。 

 

４ 運用開始時期 

令和８年６月１日以降に公告する案件 

 

 



＜入札時に提出＞（記載例：建設工事の場合） 

 

機密データの保存等に関する申出書 

 

  令和 〇 年 〇 月 〇 日 

 

                   （住所）広島県中区基町１０－５２ 

（商号又は名称）株式会社〇〇〇〇 

                   （代表者職氏名）代表取締役社長 〇〇 〇〇 

 

 今回の入札等の結果により、（契約担当職員：広島県水道広域連合企業団企業長）から請負予定の

工事に関して、機密データの保存等については次のとおり取り扱う予定であることを申し出ます。 

１ 電子データの機密性区分 

（機密性３Ａはクラウド利用不可） 

□ 機密性３Ａ（極秘文書相当） 

□ 機密性３Ｂ（個人情報等） 

☑ 機密性３Ｃ（非公開情報等） 

□ 機密性２ （行政事務情報等） 

□ 機密性１ （公開情報） 

２ 機密データの保存に使用する媒体

等の名称 

例 USBメモリ、社内PC内ストレージ、

外付けハードディスク 

社内ＰＣ内ストレージ 

 

 

３ 機密データを記憶する記録媒体等

の物理的な所在地等 

例 米国、システム管理に関するログ

情報を保管 

☑ 日本国内のみ 

□ 日本国外（全部又は一部） 

 （国名） 

 

 （日本国外に保存予定の機密データの概要） 

 

４ 機密データの利用・保存先として

オンラインストレージ等のクラウド

サービスの利用予定の有無 

※ 利用予定の契約先が複数ある場合

には、サービスごとに記載してくだ

さい。 

☑ 有 

ア サービス名称 

   〇〇〇クラウドサービス 

□ 無 

 

５ 利用予定オンラインストレージ等

のクラウドサービスの第三者認証の

情報 

※ ４が「有」の場合のみ記載してく

ださい。 

※ 利用契約先が複数ある場合には、

サービスごとに記載してください。 

 

☑ 有 

□ ISMAP登録 

□ ISO/IEC 27017 

□ ISO/IEC 27018 

☑ ISMS（ISO/IEC 27001） 

□ その他（SOC2レポート） 

□ 別紙 クラウドサービス適合確認 

□ 無 

 



６ 利用予定クラウドサービスのデー

タ保存先（リージョン） 

※ ４が「有」の場合のみ記載してく

ださい。 

 

☑ 日本国内のみ 

（所在地の都市）： 〇〇県 

※都市は、東京都、大阪府、北九州市、沖縄県な

ど分かる範囲で記入（分からない場合は国内・国

外のみ☑） 

 

□ 日本国外（国名：             ） 

※ 国外に保存を予定する場合は、法的リスクを評

価して選定を行うこと。 

 

７ 準拠法・裁判管轄 

※ ４が「有」の場合のみ記載してく

ださい。 

 

☑ 日本法のみ 

 

□ その他（                ） 

 

８ セキュリティ対策 

※ ４が「有」の場合のみ記載してく

ださい。 

 

☑ 暗号化の実施（機密性３Ｃ以上は必須） 

□ 暗号鍵の受注者管理 

□ 多要素認証の利用 

 

９ 利用終了後のデータ処理 

※ ４が「有」の場合のみ記載してく

ださい。 

 

☑ 情報の完全消去 

□ 暗号鍵の削除による復元困難化 

 

10 生成ＡＩの利用予定の有無 

※ 本工事の機密データの取扱いにつ

いて、生成ＡＩ又は生成ＡＩを利用

したサービスでの利用予定の有無を

回答してください。また、有とした

場合にはアからイについて記載して

ください。 

□ 有 

ア 利用予定サービス名 

 

イ 生成ＡＩを利用予定の業務及び作業の具体的内

容 

 

☑ 無 

 

11 下請等の有無 

※ 今回請負予定の工事に関して機密

データの取扱いを第三者に委任し、

又は請け負わせる予定がある場合は

「有」としてください（二以上の段

階にわたり委任し、請け負わせる場

合を含みます。）。 

☑ 有 

 

□ 無 

 

 

 【注記事項】 

１ この申出の内容は、入札等の結果に影響しませんが、機密データの保存等の状況により安全管理

措置上の問題が生じる場合には、機密データの保存方法等について変更を求める場合があります。 

２ 入札等の結果に基づき契約の相手方となった場合、契約後に別途「機密データの保存等に関する

届出書」により、クラウドサービス及び生成ＡＩの利用状況の詳細を届け出る必要があります（下

請先等がある場合には、下請先等についても個別に届出書の提出が必要となります。）。 

共同企業体の場合は、構成員ごとに提出すること。 



 

＜契約後に提出＞（記載例：建設工事の場合） 

 

機密データの保存等に関する届出書 
 

  令和 〇 年 〇 月 〇 日 

 

                   （住所）広島県中区基町１０－５２ 

（商号又は名称）株式会社〇〇〇〇 

                   （代表者職氏名）代表取締役社長 〇〇 〇〇 

 

令和〇年〇月〇日付け「〇〇〇〇工事請負契約」に係る工事の実施において取り扱う機密デー

タの保存等について次のとおり届け出ます。 

１ 電子データの機密性区分 

（機密性３Ａはクラウド利用不可） 

□ 機密性３Ａ（極秘文書相当） 

□ 機密性３Ｂ（個人情報等等） 

☑ 機密性３Ｃ（非公開情報等） 

□ 機密性２ （行政事務情報等） 

□ 機密性１ （公開情報） 

２ 機密データの保存に使用する媒体

等の名称 

例 USBメモリ、社内PC内ストレージ、外付けハ

ードディスク 

社内ＰＣ内ストレージ 

 

 

 

３ 機密データを記憶する記録媒体等

の物理的な所在地等 

例 米国、システム管理に関するログ情報を保

管 

☑ 日本国内のみ 

□ 日本国外（全部又は一部） 

 （国名） 

 

 （日本国外に保存する機密データの概要） 

 

４ オンラインストレージ等のクラウ

ドサービスの利用の有無 

※ 利用契約先が複数ある場合には、サービス

ごとに記載してください。 

☑ 有 

 （以下の情報を記載すること） 

ア サービス名称 

    〇〇〇クラウドサービス 

イ 利用契約先の名称 

    （株）〇〇〇 

ウ 機密データの物理的保存先に係る情報等 

    〇〇データセンター 

□ 無 

５ 利用するオンラインストレージ等

のクラウドサービスの第三者認証の

情報 

※ ４が「有」の場合のみ記載してください。 

※ 利用契約先が複数ある場合には、サービス

ごとに記載してください。 

 

☑ 有 

□ ISMAP登録 

□ ISO/IEC 27017 

□ ISO/IEC 27018 

☑ ISMS（ISO/IEC 27001） 

□ その他（SOC2レポート） 

□ 別紙 クラウドサービス適合確認 

□ 無 



 

６ クラウドサービスのデータ保存先

（リージョン） 
※ ４が「有」の場合のみ記載してください。 

 

☑ 日本国内のみ 

（所在地の都市）： 〇〇県 

※都市は、東京都、大阪府、北九州市、沖縄県

など分かる範囲で記入（分からない場合は国

内・国外のみ☑） 

 

□ 日本国外（国名：             ） 

※ 国外に保存の場合は、法的リスクを評価し

て選定を行うこと。 

７ 準拠法・裁判管轄 
※ ４が「有」の場合のみ記載してください。 

 

☑ 日本法のみ 

 

□ その他（                ） 

８ セキュリティ対策 
※ ４が「有」の場合のみ記載してください。 

 

☑ 暗号化の実施（機密性３Ｃ以上は必須） 

□ 暗号鍵の受注者管理 

□ 多要素認証の利用 

９ 利用終了後のデータ処理 
※ ４が「有」の場合のみ記載してください。 

☑  情報の完全消去 

□ 暗号鍵の削除による復元困難化 

10 生成ＡＩの利用の有無 

※ 本工事の機密データの取扱いについて、生

成ＡＩ又は生成ＡＩを利用したサービスで

の利用の有無を回答してください。また、有

とした場合にはアからウについて記載して

ください。 

□ 有 

ア 利用サービス名 

 

イ サービス提供事業者 

 

ウ 生成ＡＩを利用する業務及び作業の具体的

内容 

 

☑  無 

11 下請等の有無 

※ 本契約に係る工事に関して機密データの

取扱いを第三者に委任し、又は請け負わせる

予定がある場合は「有」としてください（二

以上の段階にわたり委任し、又は請け負わせ

る場合を含みます。）。 

※ 施工体制台帳に記載する下請先等の名称・

内容は記載不要です。 

☑  有 

 （下請先等の名称） 

施工体制台帳のとおり 

 （下請先等に委託する具体的な業務内容） 

  施工体制台帳のとおり 

□ 無 

 

 ※ 今回の届出事項に変更があった場合には、再度届出を行ってください。 

 

【注記事項】 

１ 機密データの保存等の状況により、安全管理措置上の問題が生じる場合には、機密データの

保存方法等について変更を求める場合があります。 

２ 下請先等がある場合には、当該下請先等もこの届出書を提出する必要があります。 


